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※注) 1. 年度の区分および金額は原則、円借款および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2009年～2012年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2013年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績および累計となっている。 

[9] トルコ 

主要経済指標等（2012年） 表－1 我が国の対トルコ援助形態別実績（年度別） 
●人口 ······································································· 7,400万人 
●ＧＮＩ総額 ·················································· 7,817.16億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ·············································· 10,810ドル 
●経済成長率 ····································································· 2.1％ 
●失業率············································································· 9.2％ 
●対外債務残高 ·············································· 3,374.92億ドル 
●援助受取総額（支出純額） ····························· 30.33億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 高中所得国 
●世界銀行分類 ················································· iv／高中所得国 
出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照 
 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ······································································································ 2.1％(1994) 1.3％(2010) 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 92.8％(1990) 98.9％(2010) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.91人(1990) 0.99人(2010) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ···································································································· 73.7人(1990) 14.2人(2012) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ······································································································· 67人(1990) 20人(2010) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ··················································      － 0.01％(2012) 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 85.4％(1990) 99.7％(2011) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 
 
トルコに対する我が国ODA概要  

１．概要 
トルコに対する経済協力は、我が国が 1959 年に研修員を受け入れたことに始まり、防災、環境、人材育成、

格差是正などの分野における技術協力を実施してきた。また 1971 年からは円借款の実施を開始し、水力発電、
橋梁建設、上下水道整備などの大型インフラ事業を実施している。さらに、トルコに流入しているシリア難民
支援を行っている。 

２．意義 
トルコは、アジア、中東および欧州の結節点に位置し、地域の平和、安定と繁栄の鍵を握る親日国である。

また、さらなる経済発展が見込まれ、日系企業の活動も拡大傾向にある。近年は、G20 メンバーに加わるなど、
地域の大国から世界の主要国の一つに向けて、国際社会での存在感を増大させている。一方、経済発展にとも
ない、都市環境の改善やエネルギー、地域間の経済格差是正が課題となっている。また、地震国であるトルコ
では、防災・災害対策の強化も重要な課題となっている。 

３．基本方針 
互恵的なグローバル・パートナーとしての関係強化に向けた支援：トルコのさらなる経済発展に向けた支援

において、日トルコの経済・商業分野での協力関係の促進を目指す。また、両国による第三国支援に役立つ援
助を推進し、開発援助におけるグローバルな協力パートナーとしての関係を強化する。 

４．重点分野 
（１）持続的経済発展の支援：安定し均衡のとれた持続的経済発展に向けた支援を行う。特に、都市環境の改善や

環境負荷の軽減に役立つインフラ整備、防災・災害対策のための支援を行う。 
（２）開発パートナーとしての連携強化：トルコの周辺地域の安定と発展に共同で取り組むパートナーとしての関

係を強化するとともに、トルコのドナー化支援および第三国支援等を行う。 
  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2009 年度 － 0.30 7.23(6.12) 

2010 年度 420.78 0.19 6.05(5.34) 

2011 年度 170.09 9.14 8.34(6.40) 

2012 年度 － 0.25 6.50(4.54) 

2013 年度 429.79 0.17 6.56 

累 計 6,521.80 32.92 453.81(437.45) 
※脚注参照 

 

表－2 我が国の年度別・形態別実績詳細（表ー１の詳細） 
    (単位：億円) 
年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2011 年度  170.09 億円 
・チョルフ川流域保全計画 (42.25) 
・地方自治体下水道整備計画 (127.84) 

 9.14 億円 
・緊急無償（地震被害における緊急援助） 
 (8.90) 
・草の根・人間の安全保障無償(3 件) 
 (0.24) 

・イスタンブール市歴史地区交通需要管
理プロジェクト [11.06～14.06] 

2012 年度  な し  0.25 億円 
・草の根・人間の安全保障無償(4 件) 
 (0.25) 

・東部黒海地域開発庁能力向上プロジェ
クト [12.04～15.03] 

・中央アジア・中東向け自動制御技術普
及プロジェクト [12.05～15.04] 

・リスク評価に基づく効果的な災害リス
ク管理のための能力開発プロジェクト
 [13.03～17.02] 

2013 年度  429.79 億円 
・ボスポラス海峡横断地下鉄整備計画
（II）（追加分） (429.79) 

 0.17 億円 
・草の根・人間の安全保障無償(3 件) 
 (0.17) 

 

2013 年度 
までの累計  6,521.80 億円  32.92 億円 

453.81 億円(437.45 億円) 
研修員受入 5,625 人 
専門家派遣 1,486 人 

注）１．表ー1 注釈同様 
２．技術協力においては､2011 年度以降に開始され 2013 年 4 月の時点で継続中の技術協力プロジェクト案件のみを掲載している。案件の［ ］内は、協力期間。 
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※注) 1. 年度の区分および金額は原則、円借款および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2009年～2012年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2013年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績および累計となっている。 

[9] トルコ 

主要経済指標等（2012年） 表－1 我が国の対トルコ援助形態別実績（年度別） 
●人口 ······································································· 7,400万人 
●ＧＮＩ総額 ·················································· 7,817.16億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ·············································· 10,810ドル 
●経済成長率 ····································································· 2.1％ 
●失業率············································································· 9.2％ 
●対外債務残高 ·············································· 3,374.92億ドル 
●援助受取総額（支出純額） ····························· 30.33億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 高中所得国 
●世界銀行分類 ················································· iv／高中所得国 
出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照 
 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ······································································································ 2.1％(1994) 1.3％(2010) 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 92.8％(1990) 98.9％(2010) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.91人(1990) 0.99人(2010) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ···································································································· 73.7人(1990) 14.2人(2012) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ······································································································· 67人(1990) 20人(2010) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ··················································      － 0.01％(2012) 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 85.4％(1990) 99.7％(2011) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 
 
トルコに対する我が国ODA概要  

１．概要 
トルコに対する経済協力は、我が国が 1959 年に研修員を受け入れたことに始まり、防災、環境、人材育成、

格差是正などの分野における技術協力を実施してきた。また 1971 年からは円借款の実施を開始し、水力発電、
橋梁建設、上下水道整備などの大型インフラ事業を実施している。さらに、トルコに流入しているシリア難民
支援を行っている。 

２．意義 
トルコは、アジア、中東および欧州の結節点に位置し、地域の平和、安定と繁栄の鍵を握る親日国である。

また、さらなる経済発展が見込まれ、日系企業の活動も拡大傾向にある。近年は、G20 メンバーに加わるなど、
地域の大国から世界の主要国の一つに向けて、国際社会での存在感を増大させている。一方、経済発展にとも
ない、都市環境の改善やエネルギー、地域間の経済格差是正が課題となっている。また、地震国であるトルコ
では、防災・災害対策の強化も重要な課題となっている。 

３．基本方針 
互恵的なグローバル・パートナーとしての関係強化に向けた支援：トルコのさらなる経済発展に向けた支援

において、日トルコの経済・商業分野での協力関係の促進を目指す。また、両国による第三国支援に役立つ援
助を推進し、開発援助におけるグローバルな協力パートナーとしての関係を強化する。 

４．重点分野 
（１）持続的経済発展の支援：安定し均衡のとれた持続的経済発展に向けた支援を行う。特に、都市環境の改善や

環境負荷の軽減に役立つインフラ整備、防災・災害対策のための支援を行う。 
（２）開発パートナーとしての連携強化：トルコの周辺地域の安定と発展に共同で取り組むパートナーとしての関

係を強化するとともに、トルコのドナー化支援および第三国支援等を行う。 
  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2009 年度 － 0.30 7.23(6.12) 

2010 年度 420.78 0.19 6.05(5.34) 

2011 年度 170.09 9.14 8.34(6.40) 

2012 年度 － 0.25 6.50(4.54) 

2013 年度 429.79 0.17 6.56 

累 計 6,521.80 32.92 453.81(437.45) 
※脚注参照 

 

表－2 我が国の年度別・形態別実績詳細（表ー１の詳細） 
    (単位：億円) 
年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2011 年度  170.09 億円 
・チョルフ川流域保全計画 (42.25) 
・地方自治体下水道整備計画 (127.84) 

 9.14 億円 
・緊急無償（地震被害における緊急援助） 
 (8.90) 
・草の根・人間の安全保障無償(3 件) 
 (0.24) 

・イスタンブール市歴史地区交通需要管
理プロジェクト [11.06～14.06] 

2012 年度  な し  0.25 億円 
・草の根・人間の安全保障無償(4 件) 
 (0.25) 

・東部黒海地域開発庁能力向上プロジェ
クト [12.04～15.03] 

・中央アジア・中東向け自動制御技術普
及プロジェクト [12.05～15.04] 

・リスク評価に基づく効果的な災害リス
ク管理のための能力開発プロジェクト
 [13.03～17.02] 

2013 年度  429.79 億円 
・ボスポラス海峡横断地下鉄整備計画
（II）（追加分） (429.79) 

 0.17 億円 
・草の根・人間の安全保障無償(3 件) 
 (0.17) 

 

2013 年度 
までの累計  6,521.80 億円  32.92 億円 

453.81 億円(437.45 億円) 
研修員受入 5,625 人 
専門家派遣 1,486 人 

注）１．表ー1 注釈同様 
２．技術協力においては､2011 年度以降に開始され 2013 年 4 月の時点で継続中の技術協力プロジェクト案件のみを掲載している。案件の［ ］内は、協力期間。 
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表－3 我が国の対トルコ援助形態別実績（OECD/DAC 報告基準） 
（支出純額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 有償資金協力 無償資金協力 技 術 協 力 合 計 

2009 年 200.65 1.80  8.29 210.75 

2010 年 535.41 0.49  7.59 543.49 

2011 年 4.50 12.44  10.85 27.79 

2012 年 23.79 1.42 (1.12) 8.29 33.50 

2013 年 -29.86 9.84 (9.58) 9.69 -10.33 

累 計 2,146.28 41.82 (10.70) 416.97 2,605.09 

出典）OECD/DAC 
注） 1．国際機関を通じた贈与については、2006年より、拠出時に供与先の国が明確であるものについては各被援助国への援助として

「無償資金協力」へ計上することとしている。また、OECD/DAC事務局の指摘に基づき、2011年には無償資金協力に計上する
国際機関を通じた贈与の範囲を拡大した。（ ）内は、国際機関を通じた贈与の実績（内数）。 

 2．有償資金協力および無償資金協力は、これまでに交換公文で決定した約束額のうち当該暦年中に実際に供与された金額（有償資
金協力については、トルコ側の返済金額を差し引いた金額）。 

 3．有償資金協力の累計は、為替レートの変動によりマイナスになることがある。 
 4．技術協力は、JICAによるもののほか、関係省庁および地方自治体による技術協力を含む。 

 

表－4 諸外国の対トルコ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 うち日本 合  計 

2008 年 日本 457.08 フランス 315.35 ドイツ 143.94 スペイン 93.10 オーストリア 27.50 457.08 1,081.92 

2009 年 日本 398.34 フランス 179.73 ドイツ 160.30 スペイン 136.28 オーストリア 26.75 398.34 954.51 

2010 年 日本 740.92 フランス 122.51 ドイツ 113.63 スペイン 57.44 オーストリア 27.90 740.92 1,113.89 

2011 年 フランス 301.59 日本 227.93 ドイツ 175.66 オーストリア 31.64 米国 15.20 227.93 792.31 

2012 年 日本 236.65 ドイツ 123.72 フランス 50.82 オーストリア 39.62 米国 16.28 236.65 508.07 

出典）OECD/DAC 

 

表－5 国際機関の対トルコ経済協力実績 
（支出総額ベース、単位：百万ドル） 

暦 年 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 そ の 他 合  計 

2008年 EU Institutions 434.63 OFID 7.42 UNHCR 4.79 Montreal Protocol 1.75 UNICEF 1.57 5.68 455.84 

2009年 EU Institutions 786.95 GEF 7.40 UNHCR 3.33 Isl.Dev Bank 2.83 OFID 1.96 3.60 806.07 

2010年 EU Institutions 295.15 UNHCR 3.12 OFID 1.60 UNFPA 1.14 GEF 1.04 2.91 304.96 

2011年 EU Institutions 2,869.14 UNHCR 8.69 GEF 3.22 Isl.Dev Bank 2.40 UNICEF 1.18 3.44 2,888.07 

2012年 EU Institutions 3,065.70 UNHCR 8.35 GEF 3.31 OFID 2.98 UNFPA 1.41 1.54 3,083.29 

出典）OECD/DAC 
注）順位は主要な国際機関についてのものを示している。 

 

表－6 実施済および実施中の開発計画調査型技術協力案件（開発調査案件を含む）（開始年度が 2009 年度以降のもの） 
案 件 名 協 力 期 間 

ピーク対応型電源最適化計画調査 10.01～11.01 
中小企業コンサルタント制度構築プロジェクト 10.09～12.03 

出典）JICA 

 

表－7 2013 年度草の根・人間の安全保障無償資金協力案件 

案 件 名 
キリス県診療所整備計画 
チャンクル市女性のための職業訓練センター整備計画 
マラティア県地域住民のための巡回検診用機材整備計画 

  
※注) 1. 年度の区分および金額は原則、円借款および無償資金協力は交換公文ベース、技術協力は予算年度の経費実績ベースによる。 

2. 2009年～2012年度の技術協力においては、日本全体の技術協力の実績であり、2013年度の日本全体の実績については集計中であるため、JICA実績のみを示している。 
(  )内はJICAが実施している技術協力の実績および累計となっている。 

[10] パレスチナ自治区 

主要経済指標等（2012年） 表－1 我が国の対パレスチナ自治区援助形態別実績（年度別） 
●人口 ··········································································· 405万人 
●ＧＮＩ総額 ······················································ 109.57億ドル 
●ＧＮＩ一人あたり ················································ 2,810ドル 
●経済成長率 ··································································· 13.8％ 
●失業率··········································································· 23.0％ 
●対外債務残高 ························································     － 
●援助受取総額（支出純額） ····························· 20.01億ドル 
●ＤＡＣ分類 ···························································· 低中所得国 
●世界銀行分類 ················································ －／低中所得国 
出典）WDI（世界銀行）等。詳細は解説参照 
 

ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）代表的な指標 過去データ 最新データ 
●目標１：１日1.25ドル未満で生活する人々の割合 ······································································································ 0.4％(2007) 0.0％(2009) 
●目標２：初等教育における純就学率 ··························································································································· 93.7％(1999) 89.8％(2011) 
●目標３：初等教育における男子生徒に対する女子生徒の比率（男子を１とした時の女子の人数） ··················· 0.99人(1995) 0.99人(2011) 
●目標４：５歳未満児の死亡数（1,000人あたり） ···································································································· 42.9人(1990) 22.6人(2012) 
●目標５：妊産婦の死亡数（出生児10万人あたり） ·····································································································      － 64人(2010) 
●目標６：15～49歳のHIV感染率（100人あたりの年間新規感染者数の推定値） ··················································      － － 
●目標７：改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 ························································································ 86.5％(1991) 81.8％(2011) 

出典）Millennium Development Indicators (The Official United Nations Site for the MDG Indicators) 
 
パレスチナ自治区に対する我が国ODA概要  

１．概要 
我が国の対パレスチナ支援は、1993 年 9 月のパレスチナ解放機構（PLO）とイスラエルのオスロ合意（暫

定合意）以降本格的に開始された。我が国のパレスチナ暫定自治政府（PA）に対する援助額は 14 億ドルを超
えている。我が国のPAに対する直接援助は、1995 年に始まった。2000 年の第 2 次インティファーダによる
治安の悪化や 2006 年の立法評議会選挙でハマスが過半数を獲得し、ハマス主導の内閣が発足した影響でしば
らく制限される時期もあったが、2007 年 6 月にハマスが武力でガザを掌握したことを受け、アッバース大統
領が緊急内閣を発足させたことを機に、PAに対する直接支援を再び本格化させている。 

２．意義 
イスラエルとの最終的地位を巡る交渉が停滞している中、依然PAの財政基盤は弱く、住民生活も経済的にも

社会的にも疲弊し、和平に対する失望感が募っている。和平プロセスを促進していくためにも民政を安定させ
つつ、パレスチナ国家の樹立に向けた準備を着実に進めていくため、国際社会からのさらなる支援が必要とさ
れている。 

３．基本方針 
経済・社会の自立化促進による平和構築：我が国は、「平和と繁栄の回廊」構想の具現化等を通じて、パレ

スチナ経済および社会の自立化促進による平和構築を目指す。 
４．重点分野 
（１）民生の安定・向上：和平志向の民意を強化するため、上下水、保健、教育、等の基礎生活基盤の整備を支援

するとともに、難民や女性・子供を含む社会的弱者への支援にも取り組み、民生の安定・向上に努める。 
（２）行財政能力の強化：自治政府の目下最大の課題である財政難へ対応するため、税収向上に向けた制度改善を

含む財政状況改善のための支援を行いつつ、その一方で地方行政サービスの機能改善を支援する。 
（３）持続的な経済成長の促進：ジェリコ農産加工団地（JAIP）の建設を通じて、その下支えとなる農産業の開

発や零細企業の振興を支援し、観光開発にも取り組む。  

   (単位：億円） 

年 度 円借款 無償資金協力 技術協力 

2009 年度 － 44.14 12.62(12.40) 

2010 年度 － 62.09 8.18(8.08) 

2011 年度 － 21.80 8.73(8.48) 

2012 年度 － 33.31 8.40(8.08) 

2013 年度 － 20.11 10.01 

累 計 － 899.16 110.15(108.23) 
※脚注参照 
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〈イラク全国対象プロジェクト〉
技プ 上水道維持管理フェーズ2 (11)

　無カマン・カレホユック考古学博物館建設計画(07)

技プ アフガニスタン向け農業人材構成(09)
　無ネイラブ・パレスチナ難民キャンプ整備計画(UNRWA連携)(09)
　無アレッポ大学学術交流日本センター日本語学習機材整備計画(09)

技プ 節水灌漑農業普及計画プロジェクト(08)
技プ 応用一般均衡（CGE）モデル構築運用
能力向上プロジェクト(09)

技プ ダマスカス首都圏都市計画・管理能力
向上プロジェクト(09)

技プ アフガニスタン向け農業人材育成(09)
技プ 水資源情報センタープロジェクト(09)
　無太陽光を活用したクリーンエネルギー
導入計画(09)

　円クルド地域電力セクター復興計画(07)
　円クルド地域上水道整備計画(08)
　円デラロック水力発電所建設計画(09)

〈アフガニスタン全国対象プロジェクト〉
技プ 結核対策プロジェクト(09)
技プ 未来への架け橋・中核人材育成プロジェクト(10)
　無小児感染症予防計画(ユニセフ連携)(07)(08)(09)(11)
　無アフガニスタン平和・再統合プログラム(UNDP連携)(10)

　無マザリシャリフ市内環状道路整備計画(09)

円プ チョルフ川流域修復・統合管理研修プロジェクト(10)

　円ボスボラス海峡横断地下鉄整備計画(10)

技プ 防災教育プロジェクト(10)

技プ イスタンブール市歴史地区交通需要管理プロジェクト(11)

技プ チャハールマハール・パフティヤーリ州
　　参加型森林・草地管理プロジェクト(09)

技プ ナンガルハール稲作農業改善プロジェクト(07)
技プ ナンガルハール州帰還民支援プロジェクト(10)

　無バルフ県立病院機材整備計画(10)

　無タハール県国境管理能力強化計画(08)

　無ゴール県チャグチャラン市内道路整備計画(10)

　無バーミヤン空港改修計画(11)

中
東
・
北
ア
フ
リ
カ
地
域

チョルフ川流域保全計画(11)

食糧自給のための小麦生産性改善プロジェクト(11)
クルド地域園芸技術改善・普及プロジェクト(11)

〈トルコ全域〉
　円地方自治体下水道整備計画(11)

技プ テヘラン地震災害軽減プロジェクト(11)

技プ 道路維持管理システムの構築及び人材育成プロジェクト(07)
技プ 女性の貧困削減プロジェクト(08)
技プ 教師教育における特別支援教育強化プロジェクト(08)
技プ 都市型保健システム強化プロジェクト(09)
技プ カブール首都圏開発計画推進プロジェクト(10)
技プ リプロダクティブヘルスプロジェクト(10)
技プ 配電人材育成研修プロジェクト(10)
　無日本NGO支援無償(07)(08)(09)(10)
　無カブール国際空港ターミナル建設計画(07)
　無カブール市教育施設建設計画(UNICEF経由)(08)
　無カブール国際空港誘導路改修計画(09)(10)
　無太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画(09)
　無感染症病院建設計画(10)
　無カブール国際空港駐機場改修計画(11)
　無カブール市郊外小規模灌漑施設・農村道路整備計画(11)
　無カブール市東西幹線道路等整備計画(11)

〈アフガニスタン広域対象プロジェクト〉
技プ 教師教育強化プロジェクト(STEP)(07)
技プ コミュニティ開発支援体制強化プロジェクト(10)
技プ 教師教育強化プロジェクト(10)
技プ 識字教育強化プロジェクト(10)
技プ 稲作振興支援プロジェクト(11)
　無食糧援助(WFP連携)(07)(08)(09)(10)
　無アフガニスタン・イスラム共和国における識字能力強化計画(UNESCO経由)(07)
　無第二次非合法武装集団の解体（DIAG）のための包括的イニシアティブ推進計画(UNDP経由)(08)
　無アフガニスタン・イスラム共和国における識字能力強化計画(第二期)(UNESCO連携)(09)
　無農業生産拡大及び生産性向上計画(FAO連携)(10)
　無ポリオ撲滅計画(UNICEF連携)(10)
　無カブール県及びバーミヤン県
　　灌漑整備・小規模水力発電整備計画(FAO連携)(10)(11)
　無第二次農業生産拡大及び生産性向上計画(FAO連携)(11)
　無中央高地三県における学校建設計画(11)

 　 円中西部上水道セクターローン(09)
 　 円アル・アッカーズ火力発電所建設計画(09)

技プ 全国下水道人材育成プロジェクト(09)
 　 無第二次地方都市廃棄物処理機材整備計画(09)
緊急無償（シリアにおける政情不安により発生した
難民・国内避難民等に対する緊急無償資金協力
（ICRC、UNHCR連携））（11）

技プ 地震観測能力強化プロジェクト(09)

(UNDP経由) 灌漑用水効率的利用のための水利組合普及プロジェクト(12)
保健セクター復興計画(12)

バスラ製油所改良計画（Ⅰ）(12)

主要都市通信網整備計画(12)

ベイジ製油所改良計画（E/S）(12)
〈イラク多地域対象プロジェクト〉
円プ

主な

緊急無償（シリア・アラブ共和国から流出した
難民に対する無償資金協力（UNHCR、WFP連携））(12)
緊急無償（シリア・アラブ共和国における政情不安
により発生した難民等に対する緊急無償資金協力
（UNHCR、UNOCHA、WFP連携））(12)

緊急無償（イラン北西部における地震被害に対する
緊急無償資金協力（イラン赤新月社連携））(12)

リスク評価に基づく効果的な
災害リスク管理のための能力開発プロジェクト(12)

）（

港湾セクター復興事業(Ⅱ)(13)

政府系ビルのESCO導入にかかるパイロット事業実施プロジェクト(13)
〈イラン多地域対象プロジェクト〉

ボスポラス海峡横断地下鉄整備計画(Ⅱ)(13)


